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■特集■エネルギー経済・エネルギーシステム

エネルギー・資源

エネルギーと設備投資

EconomiclmpactsofHigherEnergyPriceon

CapitalFormation

1．はじめに

周知のように，1973-74年の第1次石油危機によ

る原油価格の急騰以来，石油を始めとするエネルギー

の価格は，他の生産物の価格や生産要素のコストに比

べて大幅な上昇を記録している．こうしたエネルギー

の実質価格の上昇は，わが国をはじめとして，輸入石

油に依存しているエネルギー消費国の生活様式や生産

構造に，さまざまのインパクトを与えている．その結

果，マクロ経済的には，石油危機のもたらすインフレ

効果とデフレ効果をいかに克服するかが重要な政策課

題になっているし，ミクロ経済的には，生活勺生産の

場でいかにしてエネルギーの効率的利用をはかるかが

大きな関心事になっている．

ところで，それでは，こうした石油危機を刺Rする

ための家計や企業や政府の努力はどの程度成功するも

のなのか，また，いかにすれば効果的に石油危機に対

処できるのか．この問題に答えをだすためには，エネ

ルギー価格の上昇が，人々の消費生活や企業の生産活

動にどのような経済的インパクトを与えるかを，実証

的に明らかにすることが必要である．そこで，この論

文では，主としてエネルギーの生産要素としての役割

に注目し，エネルギーを含む生産関数を用いて，エネ

ルギー価格の上昇が長期的にみてエネルギーやエネル

ギー以外の生産要素の投入，とくに設備投資にどのよ

うなインパクトを与え，その結果としてポテンシャル

な生産能力にどのような変化をもたらすかを，これま

での実証的研究にもとづいて検討することにする．

2．エネルギー価格上昇によるインパクトの決

定因

さて，1973-74年以降の，石油を含む各種のエネ
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ルギー価格の大幅な上昇は，インフレ，デフレ，赤字

という形で消費生活や生産活動に大きな混乱をもたら

してきた．こうしたエネルギー価格上昇のインパクト

の方向やその大きさを決めているものが何であるかを

考えると，その要因として，つぎの2つをあげること

ができる．

第1の要因は，エネルギーが消費生活や生産活動で

演じている役割の大きさである．その役割が大きけれ

ば大きいほど，エネルギー価格上昇のインパクトも大

きくなる．たとえば，消費生活でのエネルギーの役割

を，家計が消費生活のうちのどれだけをエネルギー関

連費目に支出しているかで測ると，石油危機以前では

アメリカの家計は消費支出の8．7％を，また日本の家

計は5．7％をエネルギーに支出している．これから，

エネルギー価格が同じ比率で上昇した場合には，エネ

ルギー支出増による家計費への圧迫は，アメリカの家

計の方が大きいことがわかる．また，生産活動でのエ

ネルギーの役割を工業部門での総生産費に占めるエネ

ルギー費用の比率でみると，石油危機以前のアメリカ

の値は約3％であり，日本の1970年の値は4.9%と推

計される．このことは，かりにエネルギーの価格が100

％引き上げられると，それだけでアメリカでは3％，

日本では4．9％の製品価格の引き上げを実現しないと，

いままでと同じ利益率を維持することができないこと

を意味する．

このように第1の要因は，エネルギー価格上昇のイ

ンパクトを決定する重要な要因であるが，これはどち

らかというと，インパクトの直接的ないし短期的な大

きさを左右する要因である．エネルギー価格上昇の長

期的なインパクトを考える場合には，第2の要因とし

て「エネルギー節約」ないし「エネルギー代替」の可

能性に注目することが必要である．ここで｢エネルギー

節約」ないし「エネルギー代替」というのは，エネル
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ギーの価格が上昇した場合に，家計や企業が割高に

なったエネルギーを他の生産物や生産要素でどの程度

代替でき，それによってエネルギーの投入をどの位節

約することができるか，である．いうまでもなく，エ

ネルギー節約の可能性が大きいほど，エネルギー価格

上昇のインパクトは弱められることになる．

ところで，第1次石油危機以前のエネルギー入手可

能性の問題も起らず，エネルギーの実質価格が趨勢的

に低下していた時期には，エネルギー価格の変化がエ

ネルギー投入にどの様な影響を与えるかといった分析

はあまり注目されず，エネルギー投入の価格弾力性は

ネグリジブルであると想定されることが多かった．エネ

ルギーの代替可能性は極めて小さいという扱いである．

こうした取扱いは，少なくとも短期的には間違って

はいないであろう．家計の場合を考えてみると，エネ

ルギーの消費は電気製品なり自動車といった機器と結

びついており，しかもそれぞれの機器で消費されるエ

ネルギーの大きさは決っているので，エネルギー価格

が上昇した場合も直ぐにはエネルギーの消費を減少さ

せることはできない．機器に耐用年数があるので，1～

2年の間にいままでの機器をエネルギー効率の高いも

のに取替えることは，経済的ではないからである．

生産活動でのエネルギーの投入も家計の場合と似て

おり，短期的にはエネルギーの消費を減少させること

は容易ではない．生産のためのエネルギーの投入は必

らず機械，設備，建物といった資本ストックの稼働と

結びついており，しかもそれぞれの資本設備の稼働に

要するエネルギーの量はあらかじめ決まっているのが

通常である．いわば，エネルギーと設備は生産プロセ

スでの補完的なインプットである．そうなると，エネ

ルギー価格が上昇しても，少なくとも短期的にはエネ

ルギーを節約する方向へ生産プロセスを転換させるこ

とは困難であり，エネルギーの投入を減らそうとすれ

ば，生産水準そのものを減少させるということになら

ざるを得ない．

このように短期的には，エネルギー節約の可能性は

極めて小さく，節約しようとすればそのための犠牲は

大きくならざるを得ない．しかし中長期的には,エネ

ルギー消費機器や機械設備をエネルギー効率の高いも

のに取り替え，生活様式や生産技術をエネルギー節約

の方向へ転換させることができるので,エネルギー価格

の上昇に対してエネルギー投入の減少という形で対応

することができる．その場合問題になることは，ひと

つは，エネルギーを他の生産物や他の生産要素で代替
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することによってどの程度エネルギーを節約できるか，

であり，もうひとつは，ことなったエネルギー源の間で

の相互の代替性がどの位あるか，ということである．

3．エネルギー節約とエネルギーの代替弾力性

エネルギー価格上昇の経済的インパクトを評価する

場合には，エネルギーと他の生産要素との代替可能性

を考慮することが重要であることを指摘したが，ここ

では，その議論をより明確なものにするために，経済

分析のタームを用いてエネルギー代替の役割を検討す

ることにする．

まず，議論を単純化するために，国民経済をエネル

ギー部門と非エネルギー部門の2つに分け，両部門間

の投入産出の関係が表1の様になっているとする(1)．

この表で明らかなように，エネルギーは最終需要のた

めの生産物の生産に投入される中間投入物として扱か

われており，各部門での自部門からの投入は捨象され

ている．また生産要素としての資本と労働もひとまと

めにされている．

ここで，非エネルギー部門の生産額をGNPと同じデ

フレータで実質化したものをYと定義すると，投入産

出のバランスから，つぎの2式が得られる．

Y=(PE/P)E+(PR/P)R･･…･…(1)

Y=(PE/P)E+/GNP/…･･…･(2)

また，生産要素としてのエネルギーの役割を明示する

ために,YとE,Rを結びつける生産関数を

Y=F(E,R)……･…････…･･････(3)

で表わすことにする．

このような形で経済各部門の取引関係や生産の技術

的関係を定式化すると，非エネルギー部門での生産の

ためのエネルギーの最適投入は，エネルギーの限界生

表12部門モデルでの経済取引

墓毫壼誕供給部門、

エネルギー部門

非エネルギー
部門

労働力，資本ス
トック部門

0

PEE

0

最終需要
部門

0

PGNP

記号：E＝エネルギー,R=資本と労働を合せた生産要素，

GNP=国民総生産,PE=エネルギー価格,PR=生産
要素の価格,P=GNPのデフレーター
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産力がエネルギーの実質価格に等しくなるようにする

こと，すなわち

Q_Z=坦璽………….…..……(4)6EP

となるようにEの投入量を決めることである．

(4)式の関係を使うと，非エネルギー部門での生産額

に占めるエネルギー・インプットの割合は

を測る尺度である．

つぎに，非エネルギー部門の生産関数Fが(6)ないし

(7)で定義される代替弾力性を一定にするものであると

すると，(3)式の生産関数はCES型関数となり，つぎの

ように表わされる(2)．

y(｡－1)ノ｡=GE(｡－l)+6R(｡－1)ﾉ｡…･･(8)

この生産関数を用いると，(4)式の均衡条件はつぎのよ

うになる．

標-器･÷=芋/￥ (5)
凡
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(9)
となる．この式は，生産に占めるエネルギー・コスト

の割合が,Rを所与としてエネルギーを1%変化させ

た時の生産の変化率一｢エネルギーの生産弾力性」に

等しくなることを意味している．従って，かりにエネ

ルギー・コストの割合が5％で固定しているとすると，

エネルギー投入が10％減少した場合,非エネルギー部

門の生産は0．5％減少することになる．コストの割合

が大きいほど，エネルギー投入の減少による生産の減

少は大きくなる．

もっとも，生産額に占めるエネルギー・コストの割

合が固定的かどうかは，エネルギー価格の上昇に伴な

うエネルギー節約の程度に依存する．エネルギー需要

の価格弾力性が1で，エネルギー価格の上昇と同じ比

率だけエネルギー原単位を減少させることができれば，

エネルギー・コストのシェアは不変である．しかしエ

ネルギー需要の価格弾力性が1よりも小さい場合には，

エネルギー価格の上昇とともにエネルギーのコスト・

シェアも大きくなっていく．

それでは，エネルギー需要の価格弾力性を左右する

ものは何かというと，それは，生産プロセスでのEと

尺の代替性の程度である．そのことを明らかにするた

めに，まず，生産要素間の「代替の弾力性」をつぎの

ように定義する．

この式をさらに変形してEに関する式を導びくと

E=Y｡｡(PE/P)-o･……………･…側

となる．明らかなように，この式は，エネルギー投入

を総生産と相対価格で説明するマクロのエネルギー需

要関数と同じ形をしている．したがって，もしYをE

とは独立の変数として扱かうことができるとすれば，

エネルギー需要の価格弾力性は生産要素間の代替弾力

性と同じものである．

かくして，生産要素間の代替弾力性が大きければ大

きい程，エネルギーの実質価格が上昇した時のエネル

ギー節約の度合いも大きくなる．いいかえると，より

少ないエネルギーの投入によって今までと同じ生産水

準を維持することができる．かりにo＝1とすると，

エネルギーの実質価格が10％上昇した場合,他の要素

の投入を増やすことによって単位当りのエネルギー投入を

10%減少させることができる．それに対して，｡が1

より小さい場合には，価格上昇にもとずくエネルギー

節約の程度は価格上昇率以下になる．とくにo＝0の

場合には，エネルギー価格が上昇してもそれを他の生

産要素で代替することはできないので,,エネルギー節

約の余地はゼロである．

4．生産要素間の代替・補完をめぐる議論

3ノガ(E/R)
｡＝－…． ．……･…(6)

a"(鵲器）
ただし，この式の分子は要素比率の対数の変化分であ

り，分母は限界代替率の対数の変化分である.(6)式は，

企業が最適化行動をとっている場合には要素間の限界

代替率が要素価格の比に等しくなることを考慮すると，

aﾉ〃(E/R)
o＝ 一 … ……･…．．…(7)

aノ〃(PE/a)

と書き表わすこともできる．この定義によれば，代替

の弾力性は，要素価格比が1パーセント変化した時，

それに誘発されて要素比率が何パーセント変化するか，

前節では，単純化された経済モデルでエネルギーと

非エネルギー生産要素全体との代替可能性がエネルギー

節約にもつ意味を検討したが，現実経済との関連で

は，エネルギー価格が上昇した場合，エネルギーから

資本設備への代替が起こるのか，あるいはエネルギー

から労働力への代替が起こるのか，またその場合の要

素間の代替・補完の程度はどの位か，が重要である．

この問題については，ここ数年translog型生産関数

による研究が進められ(3)，生産要素としてのエネルギー

と資本，労働力および原材料の間の代替性に関してい

くつかの計測結果が報告されている．
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表2はそれらのうちの主要なものを要約したもので

あるが，この表によってエネルギーと他の生産要素，

とくに資本と労働力との代替・補完の関係をみると，

エネルギーと労働力の間ではいずれも代替的となって

いるが,エネルギーと資本の間では,代替的とするもの

と補完的とするものとに分かれ,見解が対立している．

こうしたエネルギーと資本の代替性に関する対立的

な計測結果をどのように評価すべきかが問題になるが，

この問題に入るためには，計測された「代替弾力性」

がどういうものかを生産関数の特性と結びつけてはっ

きりさせておくことが有用である．

そこで，一般的に生産のためのインプットをXj,そ

の価格をPjとすると，計測に用いられている代替弾力

性(AES)は，つぎのように定義される．

｡〃＝ど〃／βノ．．………………………｡⑫

3XjPj3/"Xj
二＝＝ ‐…･･･……(13

8グ=BXj/2P#X#…………．．………側

（13式のEijは要素投入の価格弾力性であり，「生産水

準とノ以外の要素の価格を固定して」ノ番目の要素の

価格のパーセント変化に対して，／番目の生産要素の

投入が何パーセント変化するか，を測るものである．

また〃jは総生産費に占めるノ番目の生産要素のコスト

の割合である．そして，2つの生産要素XjとXjが相

互に代替的か，独立的か，補完的かは'Oijがプラス

か，ゼロか，マイナスかで決められる．

この「アレンの代替弾力性」と共によく用いられる

代替性の別の測度として，つぎのような「直接代替弾

力性」と呼ばれるものがある．

‘"－器雛弓"…………側
これは「生産水準とノ，ノ以外の生産要素の投入量を

固定して」生産要素の相対価格が1パーセント変化し

た時，その要素比率が何パーセント変化するかを測る

ものである．定義上から。〃はプラスかゼロであり，そ

の大きさはエンジニアリングの代替性に依存する．ま

た,生産要素が2つだけの場合には,α〃とび〃は同じ値

をとることが証明されている．

ところで，上述の2つの代替弾力性の違いは，/番

目の要素価格が変化した時，それへの調整をノ番目の

要素だけで行なうのか，それとも全ての生産要素で行

なうか，である．たとえば，エネルギー価格が変化し

た時の資本ストックの調整を考えると,d"は労働力や
原材料の投入を固定して資本だけで調整する場合，ど

れだけ資本ストックを変化させることが合理的かを測

る．それに対してo〃は,エネルギーが労働力や原材料

とも代替的な場合には，労働力や原材料による調整も

考慮した上で資本ストックをどれだけ変化させるべき

かを測るものである．したがって，エネルギー価格が

上昇した時,d〃のレベルではエネルギーを減らし資本

投入を増やすことが望ましいとしても，o〃のレベルで

はエネルギーと資本の投入を共に減らし，それに代え

て労働力や原材料の投入を増加させた方が有利になる，

というケースを考えることができる．この場合には，

エネルギーと資本は直接的には代替的であっても，全

体としての要素投入との関連では補完的に機能するこ

とになる．

このように，2つの要素間の代替性といっても，代

替の弾力性の定義如何で全く逆の結論になること力§あ

る．こうした2つの代替弾力性の相互関係は，生産関

数の型を特定化すると，もっとはっきりしたものにな

る．いま,(i)生産要素は資本(K),労働力(L),=

ネルギー(E)の3つであり,(ii)KとEの限界代替

率はLとは独立で,K,EはLとは「弱い意味で分離

表2エネルギーと非エネルギー生産要素間の代替可

能性に関する分析結果の要約

研究者

HUdson=Jorgenson
（1974）

分析結果

EとK補完的
EとL代替的
EとM代替的

EとK補完的
EとL代替的
EとM代替的

EとK代替的
EとL代替的

アメリカ製造業
1947-1971

Berndt＝Wood

（1975）
アメリカ製造業
1947-1971

Griffin=Gregory
（1976）

OECD9ケ国製造業，
1955,1960,1965,
1969

アメリカ製造業州別，
1971

カナダ製造業地域別，
1961－1971

OECD10ケ国製造業，
1959-1973ないし
1974

オーストリー全産業，
1955－1972

Fields＝Grebenstein

（1977）

Fuss(1977)

EとL代替的

的
的
的
的

替
替
替
替

代
代
代
代

Ｌ
Ｍ
Ｋ
Ｌ

と
と
と
と

Ｅ
Ｅ
Ｅ
Ｅ

Pindyck(1979)

Tintner,Dentsch,
Rieder＝Rosner

（1977）

Oezatay,Grubaugh,
=Long(1978,1979)

的
的

替
替

代
代

Ｋ
Ｌ

と
と

Ｅ
Ｅ

カナダ,西独，日本，
オランダ，ノルウェー
スウェーデン，アメリ
カ，1963－1974

EとK代替的
EとL代替的
（長期のみ）
EとM独立的

(注)K=資本,L=労働,E=エネルギー,M=原材料を
表わす．代替の弾力性が絶対値で0．1より小さいとき

は独立的と分類される．

出所:C""RLe"LS"γtﾉeyqf"elEscEzc"""E"gjg)LEとり加加y

伽彪γ""b7zss,"AIS"γzﾉ鋤ひaMα""e"＃q/℃ommeγCe,Z979
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可能｣であり,(ii)要素間の代替弾力性は一定である，

と仮定すると，生産関数の型はつぎのようになる．

F(K,Z"E)=G[H(KE),L]･･･…㈹

ここで,GとHはともにCES型の生産関数を表わし,K

とEは〃の中で代替可能であり,LはGの中でK,Eを

合成した利用資本と代替的である．

この生産関数のもとで凡E間のび〃と。"を求めると，

両者の間には

oKE=0+(dKE－o)/6H･……･…･伽

の関係が成り立つことが証明される(4)．この式で，o

はGの中でのK,EとLの間の代替弾力性であり，伽は

総生産に占めるKとEのコスト・シェアである．そこ

で，伽式の関係を用いると，

lalo>dKEならば0KE<dKE

lb)0>dKE/(1－6")ならばoKE<0

となる．このことは何を意味するかというと,K,Eと

Lの間の代替弾力性の方がKとEの間の直接代替弾力

性よりも大きい場合には，oKEはつねにdKEを下回わ

り，とくに(b)のようなケースではぴKEはマイナスとな

り,KとEは補完的となる，ということである．

さて，以上に述べた様な代替弾力性の性質を念頭に

おいて,K,E間の代替性についての対立的な計測結果

をみてみよう.EとKは補完的とする側の代表は

Hudson=JorgensonとBerndt=Woodであり,E

とKは代替的とする側の代表はGriffin=Gregoryと

Pindyckである．

まず，補完的とする立場に立つBerndt=Woodは，

1947～71年のアメリカ製造業のK,L,E,Mの時系

列データを用い,translog型の生産関数を想定して計

測し,K-Eは補完的,L-Eは代替的という結果を

得ている．弾力性の平均値はo唾=-3.2,0KL=1.01,

oLE=0.65である.Hudson=JOrgensonも同様に

1947～71年の製造業の時系列分析で0KE=-1.39,

oKL=1.09,oLE=2.16を得ている．

つぎに，代替的とする立場に立つGriffin=Greg-

oryは,OECD9ケ国の製造業について1955,60,

65，69年のK,L,Eの時系列とクロス・セクション

のデータをプールし,translog型の計測を行なってい

る．そして,K-EとL－Eは共に代替的という結果

を得ている．アメリカについての結果はOKKE=1.07,

oKL=0.06,0LE=0.87である．PindyckもOECD

10ケ国（日本を含む）の製造業について，1959～73

年のK,L,Eの時系列データをプールして同様の計測

エネルギー・資源

を行なっているが，この場合もK－Eは代替的であり，

アメリカのびKEは0.61,日本のそれは0.86である．

このように相互に矛盾するような結果がでてくるの

はどうしてかについては，データや生産関数の特定化

の面から種々の検討がなされている．それによると，

つぎのことが指摘できる．

第1に，時系列データの場合には補完的で，クロス・

セクション・データの場合は代替的となっているのは，

前者が短期の関係を反映し，後者が長期の関係を導き

出していることのあらわれとみることができる.Eと

Kは短期的には補完的だが長期的には代替的であると

すれば，2つの結果は矛盾するものではない．

第2に，補完的な結果を得ている時系列データは，

石油危機後のエネルギー価格が大幅に上昇した期間を

含んではいない．そのために,EとKとの代替的関係

を計測をするのには適当ではない．

第3に，oKEがマイナスでK－Eが補完的であるこ

とは，必らずしもKとEの間の直接的な代替性がない

ことを意味するものではない．現実にはE－Kの代替

性に比べてE－LやK－Lの代替性が大きいためとみ

るべきである(5)．

最後に，報告されている代替弾力性はいずれもtr‐

anslog型の費用関数を用いたもので,直接に生産関数

を計測して求めたものではない．

これらの諸点を考慮すると,E-Kの代替，補完に

ついては，さらに検討を加える必要がある．現段階で

いえることは，これまでの時系列データによる結果は

「補完的」とする方向にバイアスを持っている，という

ことである．

5．日本経済と省エネルギー投資の重要性

EとKが代替的か補完的かということは，エネルギー

価格の上昇が設備投資に与えるインパクトについて，

全く対称的な結果をもたらす．補完的とする立場に立

てば，エネルギー価格の上昇は資本設備の操業コスト

を高めるので,EとKの投入を共に減らし，その代り

に労働投入を増やした方が有利である．この場合には，

省エネルギー投資の役割は極めて小さい．それに対し

て，代替的とする立場にたてば，エネルギー価格の上

昇はEからKへの代替を刺激するので，エネルギー節

約のための役割は大きくなる．

それでは，日本経済の場合は，代替，補完のいずれ

の立場がより現実妥当的であろうか．それに答える

前に,1973年以降のエネルギー投入がどうなってきた

－ 4 2 －
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かをみてみよう．まず,国民経済全体についてみると，

1973～79年の間にGNP単位当りの総エネルギー消費

は15％ほど節約されている．しかもエネルギーのうち

の石油については,約18％の節約となっている．また

産業別では，生産指数単位当りのエネルギー節約が大

きいのは化学の約19％で，それに鉄鋼の12％，非鉄金

属の9％が続いている．石油だけをとってみると，鉄

鋼では約39％の節約が実現しており，化学や金属・機

械も20％を上回わる節約となっている(6)．

このようにエネルギー節約ができたということは，

日本経済において,．エネルギーがエネルギー以外の生

産要素と代替的である，ということを意味する．そう

すると，つぎは,EからKへの代替が進行したのか，

EからLへの代替が進行したか，である．この点につ

いては，わが国では，減量経営ということで労働投入

が抑えられてきたこと,K/Lが上昇傾向を持ってき

たことを考えると,EからKへの代替の方が支配的で

あった，とみることができる．

以上の事実認識をもとにすると，日本においては，

EとKは代替的であるとみる方が適切である．そこで

以下では，「EとKは代替的である」という立場に立っ

て，エネルギー価格上昇の設備投資へのインパクトを

分析することにする(7)．

そのために，まず，エネルギーを含む生産関数を推

定する必要があるが，ここでは，データの制約から生

産のためのインプットとしての原材料は捨象し，生産関

数の型については,.Pindyckの計測による日本のE－

K,E-Z,の代替弾力性が0.8～1.0に分布しているこ

とを考慮し，第1次接近としてコブーダクラス型を想

定する．そうすると,KLEの生産関数はつぎのよう

に特定化される．

Y=F(K,L,E)=AK"Z,'Er･･…･…(19

ここでα，β，γは要素投入の生産弾力性である．

旧式を推定するためには，説明変数としてK,Lと

共にEの系列が必要となるが，マクロでの生産のため

のエネルギー・インプットの系列を求めることは，デー

タ面の制約や国民経済計算でのエネルギーの取扱いの

問題があるので，それほど容易なことではない．

考えられるひとつの方法は,Rasche=Tatom(12)に

ならって,EをYと実質エネルギー価格PE/Pで置き

換えることである．これは，企業が利潤極大化を実現

するようにエネルギー投入を行なう場合には，

の関係が成り立つことを考慮するものである．

剛式の関係を(1M式に代入し，規模に関する収獲一定

の仮定にもとづいて，α＋β＋γ＝1の制約を導入す

ると，最終的に推定すべき生産関数はつぎのように表

わすことができる．

"(÷)-｡b+･!"(-=)÷｡,"(f)…伽
ただし，

α，＝β/(1－γ)，α2＝－γ/(1－γ）

こうして導びかれた21)式のパラメータを計測すれば，

それから生産関数を求めることができる．そこで，標

本期間を1964～78年とし，データとして

Y:GNP+鉱物性燃料輸入

K:稼働率と資本の質を調整した

民間粗資本ストック（期首）

L:年間延労働時間総数

ら：鉱物性燃料輸入価格

P:Yのデフレーター

を用いると，つぎの結果が得られる．

α0＝-5.63354

α,＝0.59959（54.242）

α2＝-0.07751（-2.2598）

R2=0.997,DW=1.16

ここで，活孤内の値はノー統計量,R2は決定係数，

DWはダービン・ワトソン比である．

これで明らかなように,EとKを代替的とする生産

関数で標本期間の生産性の変動は十分に説明されてお

り，係数は統計的にみてゼロと有意である．この推定

値からα，β，γを求めると，

"=0.5565,'=0.3716,r=0.0719

となる．これは，エネルギーの実質価格の10%の上昇

はエネルギー投入の減少によって経済成長を0.72%低

下させること，また，その低下分を資本による代替に

よって相殺しようとすると，1．3％だけ資本投入を増

加させることが必要であること，を意味する．

以上により計測されたエネルギーを含む生産関数を

用いて，1973～78年の石油価格上昇のインパクトを評

価すると，第1に，この期間の年平均15～16％に及

ぶエネルギーの実質価格の上昇は，経済全体の潜在生

産力を年率で1.3～1.4％低下させる方向に作用してき

たことがわかる．第2に，生産関数がエネルギーの代

替弾力性を1.0と仮定していることから，長期的には

エネルギー原単位を15～16％減少させる働きをして

きた様である．第3に，こうしたエネルギー節約を可

品
一
Ｐ

－
－ｊ

Ｙ
ｌ
Ｅ

くγ
一
一

Ｗ
一
妬 剛
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能にするものはEからKへの代替であり，1973～78

年の民間設備投資の中味を，拡張投資，省力投資，省

エネルギー投資，更新投資に事後的に分割すると，省

エネルギー投資は全体の17％を占めていることがわ

かる(8)．

6．おわりに

以上，石油危機後のエネルギー価格の上昇が生産要

素間の代替を通じて設備投資にどのようなインパクト

を与えるかを，エネルギーを含む生産関数を用いて検

討してきた．エネルギーと資本との代替，補完につい

ては，アメリカを中心にさまざまの論議が展開されて

おり，日本経済についても，さらに進んだ研究がなさ

れなければならない．その意味で,1973～78年のわ

が国の省エネルギー投資の評価も留保付きのものであ

る．今後の研究においては,産業についての分割を行

ない，代替弾力性については，「直接代替弾力性」と

｢アレンの代替弾力性｣を分けて計測することが重要で

ある(9)．

注

(1)ここでの議論は，主としてIhgan=Manne(6)に

よっている．

(2)生産関数のうち代替弾力性が一定のものをCES

(ConstantElasticityofSubstitution)型といい，

よく知られているコブーダクラス型（この場合は

0=1)を特殊な場合として含む．

(3)tranlog型生産関数は生産要素間の代替，補完の

関係を測るためにHudson=JOrgenson(7)によって

最初に用いられたもので，任意の生産関数のテーラ

ー展開を用い，対数2次型近似関数としたものであ

る．生産要素をXj,産出高をYとすると,つぎの式

で表わされる．

伽=伽,+2，α‘州’十音騨rjj/WXjﾙ@Xj

(4)Sato伽はこのことを一般的に証明している．

(5)Berndt=Wmd(2)はこの点を強調している．

(6)資源エネルギー庁『エネルギー統計』及びエネル

ギー経済研究所の推計による．

(7)以下の分析は木下(8)の一部として発表したものを

要約したものであり，詳細については同論文を参照

されたい．

(8)同様のアプローチで,アメリカ，西ドイツとの比較

で，日本における省エネルギー投資の役割が鈴木・

竹中Mで検討されている．

エネルギー・資源

(9)この方向への発展がPrywes(11)でなされている．
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